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Ⅰ.日本製紙グループが目指すもの
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【１】グループビジョン2015における目標

名実ともに世界紙パルプ企業TOP５入り

＜数値目標＞

– 連結売上高目標 １．５～２兆円

– 連結営業利益率 ８～１０％
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製紙業界の状況

製紙産業は世界的には、さらに成長が見込まれる産業である

日本の製紙産業は今まで堅調な内需成長のもとに成長してきたが、

国内市場の成熟化に直面し、急成長するアジアへの進出が

今後の成長のカギとなっている

00-05年紙・板紙消費量平均増加率
アジア ５．９％ （日本▲0.3%、中国9.8%）
北米 ▲０．７％
欧州 １．１％
世界計 ２．４％



6

１．４億トン
更なる再編・集約への流れ
加速

日本市場の成熟
化･国際市場収斂
とアジア市場急拡
大

アジア(日本)

１．０億トン
巨大メーカーのリストラ進行
中(IP､Weyco)

市場成熟化の急
進北米

１．０億トン
北欧２大メーカーへの収斂市場成熟化と統

一ＥＵ市場欧州

市場規模企業の動き市場環境地域

【２】なぜ世界トップ５を目指すのか

巨大化・地域集約化、構造変化が進む世界紙パルプ産業
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世界トップ５を目指す

他産業の例から見て、メジャープレーヤーは各地域２社程度への収斂が予想される

日本製紙グループはアジアのメジャープレーヤーとして

世界市場に残ることがグループビジョン２０１５の目標

名実ともに世界紙パルプ企業TOP５入りを目指す



Ⅱ.日本の製紙業界が直面する課題と進路
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国内市場

世界第３位の生産量

市場が踊り場に差し掛かっている

輸出の減少と輸入の増加

海外市場

アジア地域、特に中国での需要が
急拡大している

市場のグローバル化により
国際価格競争が激化

日本の製紙業 生き残りと成長の条件

国内市場の安定と収益の確保
より厳しい海外市場での競争を勝ち抜く

日本の製紙業界が直面する課題と進路
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日本製紙グループの現状認識

強み弱み

脅威

機会

大型臨海工場
拡大するアジア市場

優れた塗工技術

脆弱な板紙事業
原燃料価格

の高騰と
資源獲得競争

洋紙価格⇒
国際価格に収斂

輸入紙(洋紙)
の増加
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板紙、包装事業

弱点克服と
事業基盤強化

提携・買収・合併等による
事業体制・構造変革

洋紙事業

国内TOP維持と
国際競争力の強化

・大型生産設備導入
・提携などによる基盤強化

原燃料対策

・植林地買収など資源確保
・重油からの燃料転換推進

・省エネ、省資源化

日本製紙グループの取組み
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買収提携 合併 統合

業界としての方向性

業界再編による競争力強化と安定化
本格的海外展開を推進するための体力・規模

様々な形での再編が今後必然的に進む

日本製紙グループは核として再編をリードする
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合併
・

買収

提
携

・事業整理
・シェア調整
・労働条件

労力・時間・費用
競争制限

最終的には
・100%の効果発現
・戦略の統一
・会社としての基盤安定

・100%の効果発現は難
・戦略の不一致
・不安定・フレキシブルな協力体制

・強＋強のメリット
・補完のメリット

事
業
環
境
と

各
社
戦
略
の

変
化

メリット発現
スピード優先

なぜ提携なのか?



Ⅲ.２つの戦略提携
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２つの戦略提携

国際競争に打ち勝つ国内生産拠点

および国際展開品種の競争力強化
北越製紙との提携

板紙・ 段ボール事業における
総合的補完（弱点強化)

レンゴー・住友商事
との提携
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業界随一の収益力 洋紙国内トップメーカー

【１】北越製紙との戦略提携について
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経営独立性の尊重で、早期のシナジ－効果発揮

健全な国内市場育成 顧客へのサービス向上 国際競争力の強化

世界に通用する大型臨海工場（石巻・岩国・新潟）の相互強化

日本の海外展開戦略品種「軽量塗工紙」への注力

両社の得意分野（塗工紙）のノウハウを結集

北越製紙との戦略提携の意義
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最強生産体制構築
輸出競争力の確立

会社 工場 マシンNo. 日産t 主要製品

旭川 1 352    微塗工

N5 570    微塗工

N6 1,000    A3、微塗工

岩国 9 706    A3

小計 4台 2,628   

6 358    A3

7 448    A2、A3

8 695    A2、A3

N9 1,000    A2、A3

小計 4台 2,500   

合計 8台 5,128   

石巻

新潟

日本

北越

A3コート、微塗工紙の
主力オンマシンコーター群
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（万t）

出典：RISIデータを元に作成
※需要予想は一例

世界の塗工紙需要/供給バランス

4000

4500

5000

5500

6000

2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012

供給計

需要予測 4.0%

需要予測 3.0%

需要予測 2.0%

需要予測 1.0%

２００４年
供給４３百万t

２００５～９年供給能力増減
アジア +３１８万t
北米 ▲７５万t
欧州 ▲４６万t       
合計 ＋１９７万t

２００４年主要地域需要
アジア主要 １２．８百万t
北米 １２．２百万t
欧州(CEPI) １６．１百万t
その他 １．７百万t
全体 ４２．８百万t

２００９年需要予想※ （成長年率）
アジア主要 １５百万t ３％
北米 １２百万t ０％
欧州(CEPI) １７百万t  １％
その他 ２百万ｔ
全体 ４６百万t １．５％

成長する塗工紙に注目
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海
外
市
場

商社の販売網

日本製紙グループの
販売網
日本製紙

日本紙通商／San-Mic Trading

海外販売拡大に向けた体制整備



21

生産拠点

設立中の拠点

ヨーロッパヨーロッパ

営業拠点

海外紙販売力強化
日本製紙グループの洋紙販売拠点

地区 人員 会社名 部署、事務所 所在地 所属人数

アジア 55 アジア事業本部 東京 16

・ 中国事務所 上海 6

オセアニア 中国事務所（広州出張所） 広州 3

上海 13

北京区外事務所 北京 5

ジャカルタ事務所 ジャカルタ 3

マレーシア事務所 クアラルンプール 2

サンミック通商（香港） 4

San-Mic Trading (S)　 シンガポール

San-Mic Trading (Thailand)　 （シンガポール3名兼務） バンコク

北米 2 日本製紙USA ポートアンジェルス 2

欧州 2 日本製紙 欧州事務所 アムステルダム 2

全般 20 日本製紙 洋紙営業本部業務総括部貿易G 東京 10

日本紙通商 貿易・海外本部紙貿易課 東京 10

日本製紙

日紙国際貿易（上海）

日本紙通商

3

日本

１６
４２

印刷用紙
市場規模
（新聞含む）

（百万t）

北米北米

中国

１８

その他

１７

ＣＥＰＩ

４３
東/南アジア

オセアニア
東/南アジア

オセアニア

高成長が
期待できる地域
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① 生産体制・物流分野 ② 原材料調達分野 ③ 技術分野

両社の優れた経営資源をフル活用し、最大のシナジーを狙う

業界随一の収益力 洋紙国内トップメーカー

三菱商事はグローバルな視点から共同参画

上記３分野を軸に、更なる提携範囲拡大も視野に

戦略提携の主要分野
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両社合計

日本製紙G
メリット

2007～2011年度の5ヵ年で

両社合計約300億円のシナジー効果

早期実現効果
35億円

継続的効果
265億円

早期実現効果
19億円

継続的効果
157億円

戦略提携によるシナジー効果
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１３７億円/５ヵ年 (2007～2011年)

(早期実現効果：３５億円、継続的効果 １０２億円)

① 最新鋭新設備（石巻工場Ｎ６号、北越製新潟工場Ｎ９号）の
スムーズな立ち上がりと収益への早期貢献

② 相互ＯＥＭ生産委託

③ 海外市場の共同開拓

④ 幹線輸送、消費地物流の協業化

９６億円/５ヵ年 (2007～2011年)

(早期実現効果：１９億円、継続的効果 ７７億円)
日本製紙Gメリット

シナジー効果

生産体制・物流分野での提携
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１２９億円/５ヵ年 (2007～2011年)

(継続的効果 １２９億円)

① 共同調達、共同開発による原材料の安定調達

② 物流改善、作業効率化、相互融通の推進及び、

技術交流によるコスト削減

５５億円/５ヵ年 (2007～2011年)

(継続的効果 ５５億円)
日本製紙Gメリット

シナジー効果

原材料調達分野での提携
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３４億円/５ヵ年 (2007～2011年)

(継続的効果 ３４億円)

① 操業、製造部門の技術交流による効率化

② 品質管理、メンテナンス、環境情報等の主要技術共通課題

２５億円/５ヵ年 (2007～2011年)

(継続的効果 ２５億円)
日本製紙Gメリット

シナジー効果

技術分野での提携
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提携３年目より６０億円/年の効果

石巻N６、新潟N９の
早期フル稼働化効果

継続的効果

(億円)

早期実現効果

将来、提携の
追加項目も検討＝

シナジー効果の５年間の推移
(2007～2011年度)
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板紙・段ボール・紙器・
軟包装等包装事業の
リーディングカンパニー

強力な原材料調達力
グローバルなネットワーク

洋紙国内トップメーカー

【２】レンゴー、住友商事との
３社戦略提携について
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板紙・段ボール事業基盤の抜本的強化
アジア市場をリードする強力なグループの誕生

シナジーの早期実現 製品安定供給力の強化 海外市場での飛躍

戦略提携

洋紙国内トップメーカー 強力な原材料調達力
グローバルなネットワーク

板紙・段ボール・紙器・
軟包装等包装事業の
リーディングカンパニー

戦略提携の狙い
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板紙分野のリーディングカンパニー

(2005年板紙国内生産量 第２位)

川上から川下までカバー
段ボール製品に軸足
- 段ボール １位
- 段原紙 ２位

原紙では中芯比率が高い
- ライナー ４位
- 中芯 １位

日本大昭和板紙中心に展開

(2005年板紙国内生産量 第３位)

洋紙と一体の原材料調達

連結範囲では原紙のみ
- 段ボール ４位（日本トーカンパッケージ）
- 段原紙 ３位

原紙ではライナー比率が高い
- ライナー ２位
- 中芯 ４位

国内板紙分野で最強連合の誕生
段ボール原紙 1位
段ボール製品 1位

相互補完的ベストな組み合わせ
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板紙事業での連携

包装事業での連携

原材料の共同調達

戦略提携検討分野
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④段ボール原紙設備の共同スクラップ＆ビルド

⑤板紙・包装事業における技術協力、人材交流推進

⑥包装事業分野における新たな成長事業の探索、推進

⑦その他三当事者が合意した施策

②板紙事業全般の相互供給拡大と物流コスト削減

①日本製紙グループ包装事業の包括的強化策

共同検討項目

③住友商事による原材料調達及びマーケティング
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0 5000 10000 15000 20000 25000

($million)
順位

世界 国内

1 ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙﾍﾟｰﾊﾟｰ

2 ｽﾄﾗｴﾝｿ

3 SCA

4 P&G

5 ｼﾞｮｰｼﾞｱﾊﾟｼﾌｨｯｸ

6 1 王子製紙

7 ｷﾝﾊﾞﾘｰｸﾗｰｸ

8 UPM

9 ｳｪｱﾊｳｻﾞｰ

10 2 日本製紙

24 4 レンゴー

47 7 北越製紙

出典：PPI

２００５年 世界の製紙企業売上ランキング



Ⅳ.グループビジョン２０１５に向けて
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現状認識と施策

強み弱み

脅威

機会

大型臨海工場
拡大するアジア市場

優れた塗工技術

脆弱な板紙事業
原燃料価格

の高騰と
資源獲得競争

洋紙価格⇒
国際価格に収斂

輸入紙(洋紙)
の増加

北
越

との
提

携 石
巻工場

にN7設置

三菱商事・住友商事参画

による複数ソースの獲得

植林地買収

燃料転換

ﾚﾝｺﾞｰとの提携

石巻工場にN7設置
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日本製紙グループの目指す姿

弱み

脅威

機会

大型臨海工場
拡大するアジア市場

優れた塗工技術

原燃料価格
の高騰と

資源獲得競争

三菱商事・住友商事参画

による複数ソースの獲得

植林地買収

燃料転換

石巻工場にN7設置

北越との提携 国際市場で勝ち抜く
コスト競争力獲得

石巻工場にN7設置

板紙事業の強化

ﾚﾝｺﾞｰとの提携

強み
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統合効果発現と
財務基盤安定化
・生産体制の再構築
・有利子負債の削減
・生産性の向上

国内コア事業の
基盤強化
・オイルレス化
・省資源化
・大型Ｓ＆Ｂ

国内提携戦略

海外マーケットでの拡大

・最新鋭マシン増設
・海外事業展開

海外提携戦略

（億円）

505
557

652

484

800

640

500

0

500

1000

02 03 04 05 06 07 08 09 10 11

営業利益推移

第１次中計 第２次中計 第３次中計

目標利益水準

国内提携効果
海外提携効果

中計と提携効果



Ⅴ.参考資料
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197

1,340

357

1,928

816

3,207

3,482

540

5,288

6,851

2,912

8,610

0 2,000 4,000 6,000 8,000 10,000

日本製紙G

王子製紙

レンゴー

大王製紙

三菱製紙

北越製紙

（億円)

上段：紙パルプ事業

下段：包装事業他

出典：各社有価証券報告書、アニュアルレポート

２００５年 会社別事業セグメント売上高
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326
976

742

932

2,223

47

1,115

2,114

3,476 4,651

1,903
5,668

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000

日本製紙ｸﾞﾙｰﾌﾟ

王子製紙ｸﾞﾙｰﾌﾟ

大王製紙ｸﾞﾙｰﾌﾟ

レンゴーｸﾞﾙｰﾌﾟ

丸紅ｸﾞﾙｰﾌﾟ

北越製紙

(千t)

出典：日本製紙連合会　紙板紙統計年報

上段：洋紙
下段：板紙

２００５年 会社別洋紙・板紙生産量
(年産100万ｔ以上の会社)
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生産：石巻N６・新潟N９早期発現

生産：相互OEM・物流合理化等

(億円/５ヵ年)

原材料：共同調達等

技術：操業技術交流等

早期実現効果：35億円

継続的効果：265億円

34

129

102

35

0

50

100

150

200

250

300

北越製紙との戦略提携についての補足資料
シナジー効果の５年間の合計

(2007～2011年度)
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継続的効果

(億円/５ヵ年)

北越製紙、日本製紙それぞれのシナジー効果
(2007～2011年度 合計)

継続的効果

早期実現効果

早期実現効果

生産早期実現 生産体制 原材料 技術

１２４億円１２４億円 １７６億円１７６億円
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北越製紙新潟

日本大昭和板紙東北

日本製紙石巻

日本製紙富士

塗工紙 160 千ｔ
合 計 160 千t

※生産量は、日本製紙連合会「紙・板紙統計年報 平成17年」より。

北越製紙

日本製紙グループ

日本製紙勇払

日本製紙白老

日本製紙岩沼

日本製紙岩国

日本製紙旭川

日本製紙伏木

塗工紙 50 千ｔ
合 計 50 千t

微塗工紙 55 千ｔ
合 計 55 千t

塗工紙 187 千ｔ
合 計 187 千t

塗工紙 4
微塗工紙 118 千ｔ
合 計 122 千t

塗工紙 261
微塗工紙 280 千ｔ
合 計 541 千t

塗工紙 107
微塗工紙 19 千ｔ
合 計 126  千t

塗工紙 588
微塗工紙 73 千ｔ
合 計 661  千t

塗工紙 42
微塗工紙 128 千ｔ
合 計 170  千t

塗工紙 544 千ｔ
合 計 544   千t

日本製紙と北越製紙の塗工紙生産拠点
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塗工紙 （千t）

15,395 15,175 15,347
15,737 15,736
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9,020
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9,000
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2001 2002 2003 2004 2005

印刷情報用紙全体
その他

出典：日本製紙連合会

最近５年間の印刷情報用紙国内需要
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29.5%

9.8%

9.3%

29.2%

12.5%

4.3%4.1%
1.2%

31.1%

9.9%

8.4%

7.7%

5.2%

4.7%
7.8%

25.2%

印刷情報用紙

日本G

王子G

北越

大王G

丸紅G

中パG

三菱G

その他

塗工紙

日本G

王子G

北越

大王G

丸紅G
中パG

三菱G

その他

※生産量は、日本製紙連合会「紙・板紙統計年報 平成17年」より。

印刷情報用紙、塗工紙生産シェア
（２００５年実績）
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協業利益の共有

三社の強い決意の表明

株主構成の安定化による
強固な経営

３％

５％

０.１％

３％ ０.６％

*２００８年３月３１日までに完了

強力な原材料調達力
グローバルなネットワーク

洋紙国内トップメーカー

板紙・段ボール・紙器・軟包装等
包装事業のリーディングカンパニー

レンゴー、住友商事との３社戦略提携についての補足資料

強固なパートナーシップを実現する株式保有
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レンゴー直営

レンゴー利根川製紙工場

レンゴー八潮工場

レンゴー金津製紙工場

レンゴー尼崎工場

レンゴー淀川工場

大阪製紙

丸三製紙

日本大昭和板紙東北

日本大昭和板紙関東
足利工場

日本大昭和板紙関東
草加工場

日本大昭和板紙吉永

日本大昭和板紙西日本
芸防工場

中芯 140,085ｔ
紙管原紙 25,622ｔ
その他 13,563ｔ
合 計 179,270ｔ

ライナー 185,328ｔ
中芯 213,667ｔ
その他 79,158ｔ
合 計 478,153ｔ

ライナー 365,708ｔ
合 計 365,708ｔ

ライナー 107,920ｔ
中芯 166,382ｔ
紙管原紙 6,568ｔ
合 計 280,870ｔ

白板紙 50,160ｔ
その他 2,524ｔ
合 計 52,684ｔ

ライナー 304,758ｔ
白板紙 210,746ｔ
合 計 515,504ｔ

ライナー 174,293ｔ
白板紙 44,743ｔ
その他 4,224ｔ
合 計 223,260ｔ

中芯 308,039ｔ
合 計 308,039ｔライナー 96,155ｔ

中芯 190,190ｔ
紙管原紙 45,647ｔ
合 計 331,992ｔ

ライナー 231,222ｔ
白板紙 101,725ｔ
その他 11,281ｔ
合 計 344,228ｔ

ライナー 264,003ｔ
中芯 467,977ｔ
紙管原紙 25,917ｔ
その他 20,027ｔ
合 計 777,924ｔ

ライナー 126,948ｔ
合 計 126,948ｔ

※生産量は、日本製紙連合会「紙・板紙統計年報 平成17年」より。

生産量の｢その他｣には、黄板紙チップボール、色板紙、防水原紙、
石膏ボード原紙、ワンプ、その他が含まれる。

興陽製紙

白板紙 32,614ｔ
合 計 32,614ｔ

北上製紙

ライナー 84,035ｔ
その他 15,779t
合 計 99,814ｔ

レンゴー連結

日本製紙グループ

レンゴー・日本製紙グループの国内板紙生産拠点
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レンゴー直営

レンゴー連結

日本トーカン パッケージ

レンゴー（直営） 日本トーカンパッケージ
1 恵庭工場 67 仙台工場
2 旭川工場 68 福島工場
3 青森工場 69 古河工場
4 仙台工場 70 茨城工場
5 郡山工場 71 埼玉工場
6 小山工場 72 千葉工場
7 前橋工場 73 横浜工場
8 千葉工場 74 厚木工場
9 東京工場 75 富士工場
10 葛飾工場 76 愛知工場
11 川崎工場 77 岐阜工場
12 湘南工場 78 滋賀工場
13 長野工場 79 京都工場
14 松本分工場 80 大阪工場
15 清水工場 81 福岡工場
16 新潟工場
17 豊橋工場
18 名古屋工場
19 福井工場
20 滋賀工場
21 京都工場
22 三田工場
23 和歌山工場
24 桂工場
25 岡山工場
26 広島工場
27 防府工場
28 松山工場
29 鳥栖工場

レンゴー（連結対象会社・子会社）  
30 大和紙器 川口工場 49 日之出紙器工業 福岡工場

31 大和紙器 埼玉工場 50 日之出紙器工業 本社工場

32 大和紙器 神奈川工場 51 日之出紙器工業 小倉工場

33 大和紙器 静岡工場 52 江戸川段ボール工業　野田工場

34 大和紙器 大阪工場 53 イハラ紙器 本社工場

35 大和紙器 姫路工場 54 斉藤紙器
36 大和紙器 岡山工場 55 甲府大一実業
37 セッツカートン つくば工場 56 東海紙器 浜松工場
38 セッツカートン 宇都宮工場 57 東海紙器 岡崎工場
39 セッツカートン 東京工場 58 東海紙器 四日市工場

40 セッツカートン 熊谷工場 59 東海紙器 一志工場
41 セッツカートン 新潟工場 60 北陸紙器
42 セッツカートン 小牧工場 61 日東紙器工業
43 セッツカートン 新城工場 62 淡路紙工
44 セッツカートン 東大阪工場 63 ヤマトヤ
45 セッツカートン 伊丹工場 64 第一パッケージ 本社工場

46 セッツカートン 小野工場 65 境港段ボール
47 セッツカートン 越前工場 66 朝日段ボール
48 セッツカートン 山口工場

レンゴー・日本製紙グループ国内段ボール事業生産拠点
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レンゴー・日本製紙グループの
海外板紙・段ボール事業生産拠点

レンゴー拠点

日本製紙G拠点

大連聯合包装

天津聯合包装

青島聯合包装

無錫聯合包装

上海事務所
上海聯合包装

上海恒富紙業

日紙国際貿易
浙江日紙紙業

広東聯合包装

中山聯合鴻興造紙
中山聯興造紙

ＣＴＰ

ＮＨＰＴ
ＴＣＩ

ＴＣＣ

ＴＣＬ
ＴＣＶＳ

タイ・コンテナーズ・Ｖ＆Ｓ社（ＴＣＶＳ）

ＴＣＲ

ＴＣＳ

バカラン
タンポ

スバンジャヤ

ｻｲﾑ・ﾚﾝｺﾞｰ・ﾊﾟｯｹｰｼﾞﾝｸﾞ・

ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ

ｻｲﾑ・ﾚﾝｺﾞｰ・

ﾊﾟｯｹｰｼﾞﾝｸﾞ・ﾏﾚｰｼｱ

ＳＭＲＰＣ

ＭＩＮＣＯＲＲ

ジャカルタ

スマラン

スラバヤ

スリヤ・レンゴー・コンテナーズ
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板紙 段ボール

（千トン）

日本製紙連合会「紙・板紙統計年報 2005年」より
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（百万㎡）

最近5年間の板紙・段ボール国内生産
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段ボール販売シェア (2005年実績)

王子製紙Ｇ

24%
大王製紙Ｇ

4%

ダイナパックＧ

3%

その他

28%

日本製紙Ｇ

6%

レンゴーＧ

25%

トーモクＧ

7%

クラウン･パッ

ケージ

3%

（レンゴー・日本製紙推定）
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１，２００億円９５０億円営業キャッシュフロー※

６．４％４．２％売上高営業利益率

８００億円４８４億円営業利益

２００８年度２００５年度

３１．２％２９．５％株主資本比率

７，０００億円６，９２１億円有利子負債残高

１２，０００人１２，７９８人正規従業員

１．４倍１．５倍Ｄ/Ｅ比率

７．０％５．０％ＲＯＩＣ

８．０％３．９％ＲＯＥ

１，５００億円

８～１０％

国内１，０００億円+海外

グループビジョン２０１５

グループビジョン２０１５の指標

その他の指標

※期末処理を除く実質キャッシュフロー

経営指標
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●本資料には、会社に関連する見通し、将来に関する計画、経営目

標などが記載されています。これらの将来の見通しに関する記述は、

将来の事象や動向に関する現時点での仮定に基づくものであり、当

該仮定は不正確であることがあり得ます。様々な要因により、実際

の業績が本書の記載と著しく異なる可能性があります。

●また、本資料はいかなる有価証券の申込みもしくは購入の案内、あ

るいは勧誘を含むものではなく、本資料および本資料に含まれる内

容のいずれも、いかなる契約、義務の根拠となり得るものではありま

せん。


